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規制影響分析書

平成２０年３月

規制の名称 短時間労働者（週所定労働時間20時間以上30時間未満）の雇用義
務対象への追加

主管部局・課室 職業安定局高齢・障害者雇用対策部障害者雇用対策課
関係部局・課室
関連する政策体系

基本目標 Ⅳ 経済・社会の変化に伴い多様な働き方が求められる労働市場にお
いて労働者の職業の安定を図ること

施策目標 ３ 労働者等の特性に応じた雇用の安定・促進を図ること

施策目標 ３－１ 高齢者・障害者・若年者の雇用の安定・促進を図ること

個別目標４ 障害者に対するきめ細やかな相談、職業紹介等を実施する
ことを通じて障害者の職業の促進を図ること

個別目標５ 障害者雇用率制度の厳格な運用を通じて障害者の雇入れの
促進等を図ること

個別目標６ 雇用・福祉等との連携等による障害者の就労支援の強化を
図ること

１．現状・問題分析とその改善方策(規制の新設・改廃の必要性)
障害者雇用対策においては、従来、障害者の職業生活における自立を図る観点から、

週30時間以上の常用雇用による雇用機会の確保を基本としてきたところであるが、障害
者の短時間労働者が増加し、障害者の短時間労働に対するニーズも相当程度存在するこ
と、また、障害の特性や障害の程度や加齢に伴って体力等の面で課題が発生する場合が
あること等から、週所定労働時間が30時間以上で働くことが困難な場合であっても短時
間労働であれば企業で働くことができる場合もある中で、30時間未満の短時間労働も障
害者の就業形態の選択肢として有効である。

また、障害者自立支援法の施行により就労移行支援事業が創設される等、障害者の希
望や適性に応じて福祉的就労から一般雇用への移行を進めていく中で、短時間労働は、
段階的な就業形態として有効な雇用の受け皿となる。

以上のような状況の中、短時間雇用形態の有用性を活用し、もって障害者雇用の促進
を拡大する必要がある。

現状・問題分析に関連する指標

１ 重度障害者希望労働時間の
割合（％）
週20時間未満 １５．５
週20～30時間 ２９．８
週30時間以上 ５４．７

２ 中度障害者希望労働時間の
割合（％）
週20時間未満 １５．２
週20～30時間 ２０．３
週30時間以上 ６４．５

３ 軽度障害者希望労働時間の
割合（％）
週20時間未満 １１．１
週20～30時間 ２２．２
週30時間以上 ６６．７
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４ 現状（％）
週20時間未満 １．１
週20～30時間 ７．１
週30時間以上 ９１．８

(調査名・資料出所、備考）
・ 指標１～３は 「障害者雇用に係る受給を促進するための方策に関する研究 中間、

報告 （2006年３月障害者職業総合センター調べ）の「障害程度別希望労働時間」に」
よる。

・ 指標４は 「平成１５年障害者雇用実態調査 （職業安定局高齢・障害者雇用対策、 」
部障害者雇用対策課調べ）による。

・ 障害程度の区分は以下のとおり。
身体障害：重度（１・２級） 中度（３・４級） 軽度（５・６・７級）
知的障害：重度（１・２度） 中度（３度） 軽度（４度）
精神障害：重度（１級） 中度（２級） 軽度（３級）

２．規制の新設・改廃の内容・目的
内容・目的
短時間雇用形態の有用性を活用し、もって障害者雇用の促進を拡大するため、障害者

の雇用義務の基礎となる労働者及び雇用している身体障害者・知的障害者である労働者
に、短時間労働者（週所定労働時間20時間以上30時間未満の者）を加える。

【規制の対象者】
雇用義務の対象となる事業主（56人以上の事業主）

【規制の様態】
短時間労働者及び重度以外の身体障害者又は知的障害者である短時間労働者につい

て、それぞれ０.５カウントした上で、障害者雇用率の算定対象として加える。

根拠条文
（ ） 、障害者の雇用の促進等に関する法律 昭和35年法律第123号 第38条第2項及び第3項

第43条第3項及び第8項

３．便益及び費用の分析
（１）期待される便益
【障害者への便益 （便益分類：Ａ）】

週所定労働時間20時間以上30時間未満の短時間労働を希望する障害者の雇用機会が確
保される。

【事業主への便益 （便益分類：Ａ）】
週所定労働時間20時間以上30時間未満の障害者も雇用率に算定される。

【社会的便益 （便益分類：Ａ）】
障害者の雇用機会が拡大し、働く意欲・能力のある者の就業が促進されることを通じ

て、経済社会の発展に資する。また、福祉施設利用者の一般雇用への移行を促すことに
より、福祉に係るコストが軽減される。

※ 便益分類については 「Ａ：現状維持より望ましい効果が増加 「Ｂ：現状維持と同、 」、
等 「Ｃ：現状維持より望ましい効果が減少」のいずれか該当する記号を記入。」、

（２）想定される費用
遵守費用 （費用分類：Ｃ）
現に短時間労働者を多く雇用している事業主については、雇用すべき障害者数は増加

するとともに、短時間労働者も含めた雇用状況を報告することとなる。

行政費用 （費用分類：Ｃ）
短時間労働者も含めた、雇用状況の報告を受けることとなるため、確認のための手続

が増加する。

その他の社会的費用 （費用分類：Ｂ）
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特になし

※ 費用分類については 「Ａ：現状維持より負担が軽減 「Ｂ：現状維持と同等 「Ｃ、 」、 」、
：現状維持より負担が増加」のいずれか該当する記号を記入。

（３）便益と費用の関係の分析結果（規制の新設・改廃の総合的な評価）
短時間労働が増加していること、また、障害者の短時間労働に対するニーズも相当程

度存在することから、短時間労働に対応した雇用率制度の見直しを行うことは、費用よ
りも便益の方が大きく、障害者の雇用の促進と安定のために、本政策を採用することが
有効であるという結論に達した。

なお、短時間労働者を多く雇用する企業の負担が増大する可能性があるが、その円滑
な施行のため、一定の準備期間を設ける等、必要な措置は行っていくこととしている。

４．代替案との比較考量
（１）想定される代替案

短時間労働者（週所定労働時間30時間未満の者全て）を障害者の雇用義務の基礎とな
る労働者及び雇用障害者に追加する。

（２）代替案の便益及び費用の分析
①期待される便益

【障害者への便益 （便益分類：Ｃ）】
週所定労働時間20時間未満の障害者の雇用機会が新たに創出される一方で、身体障害

者や知的障害者が、真に職業的に安定的に自立するための就業形態である週所定労働時
間30時間以上のフルタイム常用雇用から、労働時間がより短く不安定な就労を誘導する
ことにつながりかねない。

【事業主への便益 （便益分類：Ｂ）】
週所定労働時間20時間未満の障害者も雇用率に算定される便益が生じるものの、実際

には、期間の定めなく週所定労働時間20時間未満の仕事を用意することは困難と考えら
れるため、事業主への便益は増加しない。

【社会的便益 （便益分類：Ｂ）】
特になし

※ 便益分類については 「Ａ：現状維持より望ましい効果が増加 「Ｂ：現状維持と、 」、
同等 「Ｃ：現状維持より望ましい効果が減少」のいずれか該当する記号を記入。」、

②想定される費用
遵守費用 （費用分類：Ｃ）
現に週所定労働時間30時間未満の短時間労働者を多く雇用している事業主について

は、雇用すべき障害者数は増加するとともに、短時間労働者も含めた雇用状況を報告す
ることとなる。

行政費用 （費用分類：Ｃ）
短時間労働者も含めた、雇用状況の報告を受けることとなるため、確認のための手続

が増加する。

その他の社会的費用 （費用分類：Ｃ）
障害者の就労形態が不安定化することに伴い、当該障害者の賃金の低下による（子の

養育、将来への備えも含めた）生活水準の低下などの社会的費用が増加する。

※ 費用分類については Ａ：現状維持より負担が軽減 Ｂ：現状維持と同等 Ｃ、「 」、「 」、「
：現状維持より負担が増加」のいずれか該当する記号を記入。

③便益と費用の関係の分析結果(新設・改廃する規制との比較)
、 、 。代替案においては 想定される便益は現状よりも減少し 想定される費用は増加する

一方、新設する規制においては、想定される費用は若干あるものの、障害者、事業主及
び社会への便益は増加することから、障害者の雇用の促進と安定を図るという政策目的
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を達成する上で、また、福祉的就労から一般就労への段階的就労形態としても有効であ
り 相当程度のニーズがある短時間労働の雇用機会を確保するために 短時間労働者 週、 、 （
所定労働時間20時間以上30時間未満）を雇用義務の対象に追加する本施策は適切な手段
であるとの結論に達した。

５．有識者の見解その他関連事項
労働政策審議会意見書「今後の障害者雇用施策の充実強化について－障害者の雇用機

会の拡大に向けて－ （平成19年12月19日）において以下のとおり報告されている。」

１ 多様な雇用形態に対応した障害者雇用の促進
（１）短時間労働への対応

短時間労働については、障害者のニーズが相当程度あり、また、今後障害者の
希望や適性に応じて福祉的就労から一般雇用への移行を進めていく中で、短時間
労働は、段階的な就業形態として両者をつなぐ道筋にもなり得ると考えられる。
さらに、高齢となった障害者等については、これまでどおりフルタイムで働くこ
とが困難になった場合であっても、短時間労働であれば就業可能なものもいると
考えられる。

このため、短時間労働（週所定労働時間２０時間以上３０時間未満の労働。以
下同じ ）については、障害者のニーズ等を踏まえ、雇用義務の対象とする（雇。
用義務の基礎となる労働者数に短時間労働者を加え、雇用している障害者数に短
時間労働の障害者を加える）ことが適当である。

この場合、現行の短時間労働の重度身体障害者及び重度知的障害者、精神障害
者の特例や、短時間労働への安易な代替の防止等についても考慮しつつ、短時間
労働者、短時間労働の重度以外の身体障害者及び知的障害者について、障害者雇
用率及び実雇用率の算定に当たってそれぞれ０．５カウントとすることが適当で
ある。

また、短時間労働を障害者の雇用義務の対象とするに当たっては、短時間労働
、 、者の多い企業への影響等を考慮しながら 各企業の円滑な準備・取組を促すため

一定の準備期間を設けることとし、その期間は、短時間労働を障害者の雇用義務
の対象とした場合の影響や、障害者雇用率の見直しの在り方等を考慮しつつ、定
めることが適当である。

さらに、短時間労働者を雇用義務の対象とする場合、障害者雇用における短時
間労働に対する障害者雇用率制度の適用について、改めて、企業、障害者団体等
を始め、関係者に広く周知するとともに、週所定労働時間が３０時間以上で働く
ことができる、あるいは、働くことを希望する障害者が、その希望や適性に応じ
た働き方ができるようにしていくことや、週所定労働時間が３０時間以上の労働
から短時間労働に代替されることのないようにすることについても留意する必要
がある。

６．一定期間経過後の見直し（レビュー）を行う時期又は条件
（ ） 、・障害者の雇用の促進等に関する法律 昭和35年法律第123号 の一部改正法において

以下のとおり、見直し条項を設ける。
（法附則第５条）政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律の施行の状況
等を勘案し、この法律により改正された障害者の雇用の促進等に関する法律の規定に基
づく規制の在り方について、検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づ
いて所要の措置を講ずるものとする。


